
◆特集 人身取引◆

フィリピンの人身取引に関する立法動向
権 香 淑

フィリピンにおける人身取引を取り締まるた

めの法律「2003年人身取引に対する防止法

（RA9208）（以下「人身取引防止法」と
(注１)

する。）

が、2003年５月26日の成立後、まもなく１年目

を迎える。この間、フィリピンでは、同法に基

づき、2003年８月26日、「共和国法第9208号を施

行する準則及び
(注２)

規則」（以下「施行規則」とする。）

が公布され、さらに2003年９月17日には、「人身

取引防止法」第20条及び「施行規則」第３章で

創設が義務づけられている人身取引に対する関

連機関間評議会（以下「評議会」とする。）の第

１号決議が採択されるなど、関連法の改正作業

が進められた。

本稿では、「人身取引防止法」の特徴を踏まえ

つつ、同法の具体的な施行について明記する「施

行規則」を紹介
(注３)

する。さらに、「人身取引防止法」

の制定に伴い、児童の人身取引における加害者

への罰則及びその被害者である児童の保護規定

を改正内容に盛り込んだ「2004年児童特別保護

法」（以下「児童特別保護法」と
(注４)

する。）を概観

する。以下、Ⅰ「人身取引防止法」の特徴、Ⅱ

「施行規則」の公布、Ⅲ「児童特別保護法」の

改正、という順序で説明する。なお、「人身取引

防止法」制定の背景、構成及び主な内容などの

概略については拙稿「フィリピン：人身取引に

関する防止法の制定」（『外国の立法』第218号、

2003年11月）を参照されたい。

Ⅰ 人身取引防止法」の特徴

女性及び児童に対する暴力に適用される法律

に限定すれば、フィリピンは、東南アジア諸国

の中でも比較的法整備が進んでいると評価され

ている。現在、フィリピンには、1993年12月に

国連総会で採択された「女性に対する暴力の撤

廃に関する宣言」を筆頭に、その後の10年間に

採択された関連の国連決議を受けて制定された

いくつかの
(注５)

法律があるが、女性に対する暴力の

撲滅に向けたこれらの諸活動において、しばし

ば人身取引の問題が取り上げられてきた。しか

し、問題への取組みは、実態の解明や問題の把

握にとどまり、具体的な国内法の整備に着手す

るまでには至らなかった。

フィリピン国内において、人身取引を取り締

る法制の整備が着手されたのは、2001年９月30

日に批准された国連の「国際的な組織犯罪の防

止に関する国際連合条約を補足する人、特に女

性及び児童の取引を防止し、抑止し及び処罰す

るための議定書」（以下「議定書」と
(注６)

する。）が

採択されてからで
(注７)

ある。フィリピンが議定書に

署名した2000年度第９会期国会から国内法整備

の検討が開始され、３年越しの国会審議を経て

「人身取引防止法」の制定に至った。その間、

国際的なテロ対策の一環として「2001年マネー

ロンダリング防止法」や、アジアで最も厳しい

麻薬取締法といわれる「2002年包括的危険薬物

法」が
(注８)

成立するなど、人身取引の問題と密接に

関連する法も制定された。

議定書と同様、「人身取引防止法」は、取引の

対象とされた者を「犯罪者」ではなく「被害者」

として規定している点に、最大の特徴がある。

「人身取引防止法」の本文においては、「取引の

対象とされた者の法的保護」（第17条）、「目撃者

保護のプログラムに基づく優遇資格の付与」（第

18条）及び「取引の対象とされた外国人」（第19

条）の条項で、取引の対象とされた者が「被害

者」である旨を規定しており、その観点から、
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「取引の対象とされた者に対する義務的サービ

ス」（第23条）、「取引の対象とされた者のための

その他のサービス」（第24条）、及び「取引の対

象とされた者の本国送還」（第25条）の条項で、

「被害者」としての「取引の対象とされた者」

に対する保護プログラムなどを定めている。

また、本文には明示的でないが、人身取引に

関する関連機関間評議会テクニカルワーキング

グループ（以下「TWG」とする。）が作成・出

版した『人身取引防止法に関する入門書（第
(注９)

２版）』は、「人の密輸（human smuggling）」と

の比較において、人身取引の問題を説明してい

る。すなわち、「人の密輸」が、①非強制的で、

②手数料を目的に不法入国を助長する、③移民

関連の問題であるのに対し、人身取引は、①強

制性を伴い、②不法入国後の搾取を特徴とする、

③人権問題である、と位置づけることで、取引

の対象とされた者を「被害者」と見なす観点を

補完している。

「人身取引防止法」のもう一つの特徴は、政

府の省庁間及びNGOなどの取組みを統括し、

監視しうる評議会の創設などを明記している点

である（第20条～第22条）。この評議会は、人身

取引の問題を取り締まる政府機関はもちろん、

人身取引の防止に向けて活動を行っている

NGO代表者も含む構成となっており、これま

で個別に行われてきた人身取引問題への取組み

が、より実効的かつ組織的に進められるよう、

体制が整えられている。また、この評議会は、

人身取引防止のための包括的なプログラムの策

定や、関連規則の公布などの権限が付与されて

いるほか、諸々の機能を有している。これらの

機能等に関する詳細は、次のⅡにおいて述べる

こととする。

Ⅱ 施行規則」の公布

１ 構成

「人身取引防止法」の成立後、評議会の権限

により、同法第29条に基づく「施行規則」が公

布された。全17章64か条から構成されているが、

具体的な章立ては、以下のとおりである。

第１章 一般条項

第１条 略称

第２条 目的

第３条 政策の表明

第４条 構成

第２章 用語の定義

第５条 用語の定義

第３章 人身取引に関する関連機関間評議会

第６条 創設

第７条 構成

第８条 NGOとその代表の資格、選定、及

び指名

第９条 評議会の機能

第10条 報告機能

第11条 評議会の会合

第12条 謝礼又は報酬

第13条 地方レベル（Sub-National  and
 

Local Level）における法律の施行

第４章 事務局

第14条 組織

第15条 機能

第５章 役割と責任

第16条 評議会メンバーの共通の役割及び

責任

第17条 評議会メンバーである政府機関の

特定の役割及び責任

第18条 その他関連する政府機関の役割及

び責任

第19条 地方自治体の役割及び責任

第20条 評議会メンバーであるNGOの役

割及び責任

第21条 その他の機関及び機構の援助

第６章 人身取引の疑いのある事案の報告

第22条 報告すべき主体と客体
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第23条 報告に関する活動

第７章 人身取引者の阻止、逮捕及び捜査

第24条 国際空港又は海港での人身取引に

関する阻止、逮捕及び捜査の手続

第25条 国内空港、海港及び陸運ターミナ

ルでの人身取引に関する阻止、逮捕

及び捜査の手続

第26条 人身取引に対する合同特別捜査班

の設置

第27条 逮捕、捜査又は拘束された者の権

利

第８章 被害者の救済、回復及び本国送還

第28条 国家チームの取組み

第29条 目的地国における救済

第30条 取引の対象とされた者の本国送還

第31条 本国送還のための手続

第32条 国内における救済

第33条 児童保護に関する規則

第９章 被害者のリハビリテーションと再統

合

第34条 包括的なプログラム

第35条 手続

第36条 サービス提供者の能力の向上

第37条 書類の作成

第10章 賠償請求、民事賠償

第38条 告訴しうる者

第39条 刑事訴訟の提起：効果

第40条 個別の民事訴訟に制約されない刑

事訴訟の進行

第41条 裁判地

第42条 人身取引から得られた収益及び金

銭債務証書の没収

第11章 法的保護及びその他のサービス

第43条 法的保護

第44条 目撃者保護のプログラムに基づく

優遇資格の付与

第45条 刑事訴追の免除

第46条 義務的サービス

第47条 取引の対象とされた外国人の法的

保護

第12章 信託基金

第48条 信託基金；調達

第49条 運用

第50条 信託基金の利用及び支出

第13章 国際協調

第51条 国際協調

第14章 守秘義務

第52条 守秘義務

第15章 犯罪と罰則

第53条 人身取引の行為

第54条 人身取引を助長する行為

第55条 限定的な人身取引

第56条 守秘義務規定の違反

第57条 罰則の適用及びその他の処罰

第58条 取引の対象とされた者の利用

第16章 財源

第59条 機関予算における計上

第17章 最終条項

第60条 言論、結社、宗教及び移動の自由

の非制約性

第61条 保留条項

第62条 分離条項

第63条 廃止条項

第64条 施行

２ 評議会の構成、機能及び役割

「人身取引防止法」第20条に基づき創設され

る評議会は、法務大臣を議長、社会福祉開発大

臣を共同議長とし、外務大臣、労働雇用大臣、

フィリピン海外雇用庁長官、出入国管理局長、

フィリピン国家警察長官、国家女性の役割委員

会委員長、女性に関する活動分野のNGO代表

者、海外フィリピン人に関する活動分野の

NGO代表者及び児童に関する活動分野の

NGO代表者によって構成さ
(注10)

れる。これら評議

会の構成員は、常任委員を指名し、評議会が決

フィリピンの人身取引に関する立法動向
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定した報酬を受け取ることになっている。

評議会の機能は、以下のとおりである。

①人身取引の防止及び禁止のための包括的プ

ログラムの策定

②「人身取引防止法」の施行に必要な準則及

び規則の公布

③「人身取引防止法」施行の監督及び監視

④諸機関のプログラム及びプロジェクトの調

整

⑤関連情報の普及及びキャンペーンの実施の

調整

⑥「人身取引防止法」に違反した者及び機関

などに対する告訴の支援

⑦取引の対象とされた者の再統合のためのプ

ログラムの策定

⑧関連機関及び団体からの必要な援助の取付

け

⑨移民のための共有行政情報システムの補完

及び関連機関による調査研究の保障

⑩外国との協調的努力及び相互援助の強化

運輸通信省、貿易通産省及びNGOとの協

調

取引の対象とされたフィリピン在留外国人

の権利保護のための措置及び政策の実施

取引の対象とされた者に対する教育訓練プ

ログラムの主導

「人身取引防止法」の目的及び目標に向け

たあらゆる権限の行使及び職務の
(注11)

遂行

評議会メンバーの共通の役割と責任は、①政

策及びプログラムの開発、②人身取引問題に関

わる公務員及び被用者の能力強化、③人身取引

に関する情報、教育及び取組推進キャンペーン

の遂行、④関連機関の間で共有されているデー

タバンクの維持と評議会によって創設される中

央データバンクの補完、⑤政策の策定及びプロ

グラム開発のための土台となる良き慣行の書類

作成、である。また、その他評議会メンバーを

はじめ、地方自治体、NGOなど関連機関の個別

な役割及び責任についても明記されて
(注12)

いる。

３ 阻止、逮捕及び捜査（第24条～第33条）

「人身取引防止法」の規定に基づき処罰され

うる犯罪が、国際空港又は海港に配属されてい

る出入国管理官の面前で行われた場合、同管理

官は、捜査を目的とした阻止あるいは逮捕をし

なければならず、その際、十分な証拠が整った

ときは、人身取引に関する法務省特別捜査班が

起訴をする。また、逮捕された者が外国人であ

る場合は、関連する出入国管理局部門が当該の

被逮捕者の身柄を確保した上で捜査を行い、告

訴状などを作成する。地方の海港、空港又は陸

運ターミナルにおいて犯罪が行われた場合、法

執行機関のメンバーが、速やかに容疑者を阻止

あるいは逮捕する。その後の捜査に関しては、

同法執行機関のメンバーが行うほか、事件に

よっては、犯罪が行われた地域の検察庁、人身

取引に関する特別捜査班又は偽造パスポートに

関する特別捜査班などに委ねられる。

上述した規定の遂行を目的に、評議会に課さ

れたその他の義務的事項として、検察官、出入

国管理局、フィリピン国家警察及び国家捜査局

職員で構成される空港配属の人身取引に関する

合同特別捜査班の創設と、検察官、フィリピン

国家警察、出入国管理局、フィリピン港湾庁

（PPA）及びフィリピン沿岸警備隊（PCG）に

より構成され、陸運ターミナル、海港及び空港

に配属される合同特別捜査班の創設がある。ま

た、これらの合同特別捜査班には、人身取引に

関連するNGO活動と協調し、その活動を調整

する義務が課されている。なお、フィリピン憲

法及び共和国法第7438号で規定されている逮

捕、捜査、拘留された者の権利は、如何なると

きでも尊重される。

４ 被害者の保護（第34条～第47条）

被害者に対する保護措置としては、1993年「大
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統領令第73号」に基づく国家チームの取組みを

挙げることができるが、これは、取引の対象と

された者の外国における法的地位如何を問わ

ず、海外のフィリピン大使館が彼らに保護を与

える方針を採ることを義務づけている。また、

国家チームの取組みにおいては、フィリピン政

府の高官、代表又は職員の如何なる者も、所属

機関を問わず、一つの国家のチームとして、当

該大使館又は責任者の指揮・指導に従い、使命

を果たすことが義務づけられている。

海外において取引の対象とされた者の救済措

置は、①手続、②取引の対象とされた者に対す

る援助、③法的援助資金、の3つのカテゴリー別

に規定されており、取引の対象とされた者の本

国送還は、取引の対象とされた者の滞在の合法、

不法の如何を問わず、外務省が労働雇用省及び

その他の関連機関と協調しつつ、第一義的な責

任を負う。その手続は、窮地にある海外フィリ

ピン人のための外務省対国民援助の利用と支出

に関する現行の準則及び規則に従い、被害者の

本国送還に関する資金配分を、移民労働者問題

次官事務所（Office of the Undersecretary for
 

Migrant Workers Affairs）を通して外務省に

要請することになっている。

国内における救済措置は、地方自治体、労働

雇用省、社会福祉開発省及び保健省との協力の

下、法執行機関によって行われる。その際には、

最低限、以下の条件に従わなければならない。

① 取引の対象とされた者に対する救済措置

は、社会福祉開発省地方社会福祉部門職員

が調整する。

② 救助チームは、加害者と同様に被害者の

権利のあらゆる保護を保障する。

③ 救助作業後の事案の捜査は、関連する法

執行機関の女性及び児童苦情デスク

（WCCD）に委ねる。

④ 告訴のために必要な書類を完成させた

後、救済チームは、取引の対象とされた者

を社会福祉開発省地方社会福祉部門に適切

な態様で、かつ速やかに引き渡す。

⑤ 取引の対象とされた者の捜査過程におい

て、捜査官は、被害者である児童に優しく、

被害者の性（gender）に配慮した環境にお

いて、取り扱われることを保障する。

５ 犯罪と罰則（第53条～第58条）

処罰の対象となる行為は、①人身取引の行為、

②人身取引を助長する行為、③所定の要件を具

備した（qualified）人身取引の行為、という３

つのカテゴリーで分類されており、これらが列

挙順に重い刑罰が科されるようになっている。

また、守秘義務を犯した者、組織団体の責任者、

取引の対象とされた者の利用者も、処罰の対象

となる。その他、登録の抹消、公職者の処罰、

養子縁組の無効などの制裁が規定されている

が、罰則及び処罰については、「人身取引防止法」

の諸規定と同様で、「施行規則」で新たに補足さ

れている規定はない。

Ⅲ 児童特別保護法」の改正

「人身取引防止法」第32条の保留条項に明記

されているように、同法の規定に反するあらゆ

る法律は、修正又は廃止が可能となって
(注13)

いる。

唯一、修正又は廃止が可能な法律の対象から除

外されているのが「児童特別保護法」である。

「人身取引防止法」において規定されている

児童に関する人身取引は、「所定の要件を具備し

た人身取引」として位置づけられ、人身取引の

行為に関する刑罰のうちの最も重い刑罰が科さ

れることになっているが、これは、「児童特別保

護法」が、「人身取引防止法」との関連において、

児童の保護規定をより具体的かつ望ましい方向

で改正・強化しうることを裏付けている。

そして、「人身取引防止法」の成立からおよそ

半年後、「施行規則」の公布から約３か月後の

2003年12月19日、フィリピン議会は、児童に対
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する虐待、搾取及び差別に関する児童特別保護

法の改正法（RA9231）を成立させた。同改正法

は、1992年 ６ 月17日 に 制 定 さ れ た 法 律

（RA7610）に代わるもので、およそ11年半ぶり

の改正である。下院案（HB4235）は１年半以上

も遡る2002年３月７日に可決されていたもの

の、上院案（SB2155）の審議がなかなか進まな

かった。2003年９月２日になって漸く上院案が

可決され、両院協議会における調整及びアロヨ

大統領の署名を経て法制化する運びとなったも

のである。

「人身取引防止法」との関連で特記すべき改

正内容は、「児童労働の最悪の形態」に関する規

定である。ここでいう「児童労働の最悪の形態」

とは、「人身取引防止法」で規定されている隷属

的なすべての
(注14)

状態、もしくは、武力紛争時にお

ける使役を目的とした児童の募集、売買、取引、

債務隷属状態、強制労働又は義務的労働などを

指す。また、売春を目的とした児童の利用、斡

旋、提供、危険薬物のほか、現行法において禁

止されている爆発物質の製造や取引を含む不法

又は無許可活動を目的とした児童の利用、斡旋

及び提供、さらには、児童の健康、安全又はモ

ラルに害を及ぼすような危険な仕事なども含ま

れる。

「児童労働の最悪の形態」に関する禁止事項

を犯した者、又は児童を危険な仕事に雇用した

請負人の雇用者若しくは請負人による雇用を助

長させた雇用者は、10万ペソ以上100万ペソ以下

（約19万円以上190万円以下）の罰金、12年以上

20年以下の拘禁、又は裁判所の自由裁量により

いずれの刑も併科することができる。さらに、

「人身取引防止法」の規定する犯罪
(注15)

行為を行っ

た者又は売春を目的に児童を雇用した者には、

同法が規定する罰則が適用され、同法が規定す

る犯罪の協力者についても同様の刑罰が科され

る。

総じて、「人身取引防止法」と「施行規則」の

公布は、人身取引に関する犯罪の取締りをより

一層強化する一方で、「児童特別保護法」の改正

は、人身取引による児童の被害者を保護する方

策を具体化した措置と言える。評議会は、この

ような新たな立法及び現行法の改正に基づく取

組みを統括しており、実質的に犯罪の取締り及

び被害者の保護など多方面から問題に取り組む

ための機関として、管轄下に TWGを設置して
(注16)

いる。また、人身取引に関するプロジェクトも

立ち上げて
(注17)

おり、人身取引に関する法律及び関

連法の施行状況と共に、今後の取組みが注目さ

れる。

（注）

⑴ 2003年５月７日に開かれた立法行政調整評議会

（LEDAC）において、大統領府が位置付ける最優先

法案と選定され、会期末まで10日を残した2003年５

月26日に成立した。両院評議会における上下両法案

はそれぞれ「SBN2444」（上院案）、「HBN4432」（下

院案）である。英文の正式名称は、「An Act  to
 

Institute Policies to Eliminate Trafficking in
 

Persons Especially Women and Children,

Establishing  the Necessary Institutional
 

Mechanisms for the Protection and Support of
 

Trafficked Persons, Providing Penalties for its
 

Violations,and for Other Purposes」である。

⑵ 英文タイトルは、「Rules and Regulations
 

Implementing Republic Act No.9208，otherwise
 

known as the“Anti-Trafficking in Persons Act of

2003”」。

⑶ フィリピンにおける人身取引の実態については、

様々な団体及び機関によって調査が行われている

が、本稿では、人身取引に関する主な立法に関する紹

介に限定する。最も新しい実態報告としては、インド

ネシアの北スマトラ州メダンで2004年３月28日から

30日にかけて開催された「性的目的による児童取引

に関するASEAN地域会議」における東南アジア各

国の国連児童基金（ユニセフ）の報告が挙げられる。
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ちなみに、フィリピン政府は、人身取引が、相互に関

連した経済、社会、文化、及び政治的要因によっても

たらされていると認識しており、その具体的要因は、

①貧困、②都市の経済開発、③家族の位置づけ

(family orientation）と価値観、④法律の欠如、⑤統

治組織の腐敗、⑥国家の労働輸出政策としている。

⑷ 正式名称は「児童に対する虐待、搾取、差別に関す

る児童特別保護法の改正法」（RA9231：An Act
 

Providing for the Elimination of the Worst Forms
 

of Child Labor and Affording Stronger Protection
 

for the Working Child,Amending for this Purpose
 

Republic Act No.7610, as Amended, Otherwise
 

Known as the Special Protection of Children
 

against  Child Abuse, Exploitation  and
 

Discrimination Act’）である。

⑸ 例えば、「セクシャル・ハラスメント防止法」

（RA7877：An Act Declaring Sexual Harassment
 

Unlawful in the Employment, Education or
 

Training Environment,and for Other Purposes）、

「レイプ被害者援助保護法（RA8505：An Act
 

Providing Assistance and Protection for Rap
 

Victims,Establishing for the Purpose）などである。

⑹ 2000年11月、人身取引の防止および撲滅に向けた

取組みとして、「国際的な組織犯罪の防止に関する国

際連合条約」と共に、国連総会で採択された。これら

は、国際組織犯罪に対して効果的に対処できるよう

な国際協力を促進することを目的としてつくられ

た。議定書は、40番目の批准書、受諾書、承認書又は

加入書が寄託された日の後90日目の日に効力が発生

することとされ、2003年12月25日に発効した。

⑺ 確かに、国家レベルにおいて人身取引の問題が論

議されるようになったのは、議定書の採択が一つの

きっかけとなっているが、これ以前にも、生活苦から

逃れるため、地方の女性や子供たちが仕事の斡旋業

者を介して都市に出てきては、人身取引に巻き込ま

れるといった問題の解決に向けて取組むNGOが存

在した。一例を挙げれば、ユニセフから支援を受け、

働くために地方から出てきた子どもを手助けする

NGOの「ビサヤン・フォーラム」の活動である。毎

年マニラの北港だけでも400万人がマニラに押し寄

せているが、その中に占める子どもの数は年々増加

していると言われており、多くは家事手伝い、工場、

性労働など搾取的な労働に従事させられている。こ

のような現状を受け、同団体は、2000年８月には、子

どもの人身取引の増加に対処するため、港に一時的

な避難所を設立し、傷ついた子供たちを３カ月間滞

在させ、家族の元へ帰すなどの対策を採った。このほ

か、ユースキャンプ、署名運動、船上の被害者を見つ

けられるように港湾管理者や船舶会社に対しての子

どもの人身取引に関する研修なども実施したとい

う。『信濃毎日新聞』2003年11月８日付記事を参照。

⑻ 「2001年マネーロンダリング防止法」（RA9160：

Act Defining the Crime of Money Laundering,

Providing Penalties therefore and for Other
 

Purpose）は、2001年９月29日に、「2002年包括的危

険物防止法」（RA9165：An Act Instituting the
 

Comprehensive Dangerous Drugs Act of 2002,

Repealing  Republic Act  No.6425, Otherwise
 

Known as the Dangerous Drugs Act of 1972, as
 

Amended, Providing Funds therefore, and for
 

Other Purposes）は、2002年６月７日に制定された。

⑼ 英文タイトルは、「The second edition of the
 

Primer on the Anti-Trafficking Act(Republic Act
 

No.9208）was completed by the TWG of the
 

Anti-Trafficking Project in October 2003 with
 

inputs from the IRR.」。これは、TWGの人身取引

防止プロジェクトの一環として、米国国際開発庁

（USAID：the United States  Agency for
 

International  Development）の 援 助（Grant
 

No.「AID-492-G-00-02-00022-00」）を受けて作成

されたものである。

⑽ また、このNGOの代表３名は、３年の任期で大統

領により指名される委員会の代表によって推薦され

るものである。

このほか、「人身取引防止法」の施行に関連する活

動やプログラム内容の報告、毎月１回の会議開催及

フィリピンの人身取引に関する立法動向
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び地方レベルにおける法律の施行などが義務づけら

れている。また、各省庁の役割についても、それぞれ

詳細に規定されている。

評議会メンバーではないその他の政府機関として

列挙されているのは、内務自治省、観光省、教育省、

保健省、運輸通信省、人権擁護委員会、国家捜査局、

国際犯罪フィリピンセンター、海外労働者福祉庁、児

童福祉評議会、フィリピン情報局及び技術教育技能

開発庁である。また、地方自治体の役割及び責任につ

いては、「人身取引防止法」第16条⒥項の規定が骨子

となっているが、そこでは、主に、関連機関が移民相

談情報ネットワーク（MAIN）デスクの設置を通した

広報キャンペーンの実施が義務づけられている。こ

のMAINとは、10の政府機関（外務省、労働雇用省、

社会福祉開発省、フィリピン情報局、人権擁護委員会

（CHR）、フィリピン海外雇用庁、海外労働者福祉省

（OWWA）、国家女性の役割委員会、国家捜査局

（NBI）、海外フィリピン人委員会）の合意・署名に

よる覚書に基づき、1995年に設置されたものである。

「施行規則」第61条にも同様の規定が明記されてい

る。

「人身取引防止法」第３条に規定されている用語の

定義条を参照。

「人身取引防止法」第4～7条にそれぞれ規定されて

いる「人身取引に関する行為」、「人身取引を助長する

行為」、「所定の要件を具備した人身取引」及び「守秘

義務」の条項を参照。

評議会の権限により創設された TWGの主な活動

内容は、以下のとおりである。

① 情報公開とメディアキャンペーン（マルチ部門

フォーラム及び会議の開催、情報資料の開発と広

報、公開イベントの実施、人身取引に関するサイト

の作成及び運営）

② データベースの開発（調査及び書類の作成、情報

及び事案の収集と分析）

③ 被害者へのサービスに関する政策プログラム

（取引された被害者への支援プログラム及びサー

ビスの提供、ホットライン電話を開設、要望の処理

及び事案の整理、追跡の主導、救済後の法的支援及

びカウンセリング、政府機関と地方自治体への支

援とネットワーキング）

④ 能力の向上（法的援助担当者の訓練とカウンセ

リング、ジェンター感覚の養成、女性及び児童労働

法の施行）

⑤ マルチ部門人身取引監視部門の設置（人身取引

と関連規則の実施、地域及び地方自治体との連携

強化、人身取引に対する国民連帯と共に作業）

人身取引防止プロジェクトの概要については、

TWGのサイトに掲載されてある取組推進プラン

「Combating Trafficking of Women and Children
 

in the Philippines：National  Advocacy and
 

Implementation Plan for the Period January

2003-August 2004（Revised as of October 28,

2003)」を参照されたい。

（参考文献）

⑴ 「人身取引」に関する記事が掲載された下記のフィ

リピンのインターネット新聞を参照。

「Philippine Star」http://www.philstar.com/

「Manila Bulletin」http://www.mb.com.ph/

「Philippine Daily Inquirer」http://www.inq7.net/

⑵ フィリピン上院

http://www.senate.gov.ph/

⑶ フィリピン下院

http://www.congress.gov.ph/

⑷ アメリカ国務省「2003年版人身取引報告書」

http://www.state.gov/g/tip/rls/tiprpt/2003/>

「人身取引防止法」に関連する政府機関のサイト

⑴ 政府公式サイト

http://www.gov.ph/

⑵ 人身取引に関する政府機関委員会テクニカルワー

キンググループのサイト

http://www.trafficking.org.ph/

⑶ 外務省（DFA)

http://www.dfa.gov.ph/
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⑷ 社会福祉開発省（DSWD)

http://www.dswd.gov.ph/

⑸ 労働雇用省（DOLE)

http://www.dole.gov.ph/

⑹ 法務省（DOJ)

http://www.doj.gov.ph/

⑺ 国家女性の役割委員会（NCRFW）

http://www.ncrfw.gov.ph/

⑻ 出入国管理局（BI)

http://www.immigration.gov.ph/

⑼ フィリピン国家警察（PNP)

http://www.pnp.gov.h/

⑽ フィリピン海外雇用庁（POEA）

http://www.poea.gov.ph/

内務自治省（DILG) http://www.dilg.gov.ph/

フィリピン情報局（PIA)

http://www.pia.gov.ph/

在外フィリピン人委員会（CFO）

http://www.cfo.gov.ph/

技術教育技能開発庁（TESDA）

http://www.tesda.gov.ph/

高等教育委員会（CHED）

http://www.ched.gov.ph/

運輸通信省（DOTC）

http://www.dotcmain.gov.ph/

貿易産業省（DTI)

http://www.dti.gov.ph/

観光省（DOT)

http://www.tourism.gov.ph/

教育省（DepEd)

http://www.deped.gov.ph/

保健省（DOH)

http://www.doh.gov.ph/

国家捜査局（NBI)

http://www.nbi.doj.gov.ph/

海外労働者福祉庁（OWWA）

http://www.owwa.gov.ph/

児童福祉評議会（CWC）

http://www.cwc.gov.ph/

フィリピン港湾庁（PPA）

http://www.ppa.gov.ph/

フィリピン沿岸警備隊（PCG）

http://www.pcg.gov.ph/

（くぉん ひゃんすく・海外立法情報課非常勤

調査員）
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人身取引の対象とされた者の保護及び支援のために必要な制度的

メカニズムを構築し、その暴力に対する罰則を定め、人身特に

女性及び児童の取引を撲滅する政策を制定するための法律

（共和国法第9208号）

An Act to Institute Policies to Eliminate Trafficking in Persons Especially Women
 

and Children，Establishing the Necessary Institutional Mechanisms for the
 

Protection and Support of Trafficked Persons,Providing Penalties for its Violations,

and for Other Purposes（Republic Act No.9208)

権 香 淑訳

第１条 略称

この法律は、「2003年人身取引防止法」と周知

される。

第２条 政策の表明

国として、すべての人間の尊厳を尊び、個人

の権利の尊重を保障することを、ここに宣言す

る。この政策に従い、国は、人身取引の対象と

された者を支援するだけでなく、より重要なこ

ととして、その回復、リハビリテーション及び

社会の主流への再統合を保障するために、人間

の尊厳を高め、暴力及び搾取の脅威から人々を

保護し、人身取引を撲滅し、並びに人々から非

自発的な移住及び苦役の強制の圧力を緩和する

ために法律を制定し、プログラムを作成するこ

とを最優先課題として取り扱うものとする。

国際連合の世界人権宣言、国際連合の児童権

利条約、国際連合の移住労働者及びその家族の

保護条約、国際連合の国際的な組織犯罪の防止

に関する条約及びそれを補足する人、特に女性

及び児童の取引を防止し、抑止し、及び処罰す

るための議定書並びにフィリピンが署名国であ

るあらゆるその他の関連し、かつ普遍的に認め

られた人権に関する文書及び国際条約において

保障されている男女の平等な権利及び生来の人

間の尊厳を認めることを国の政策とする。

第３条 用語の定義

この法律において使用されている用語の定義

は、次のとおりとする。

⒜ 人身取引

被害者の同意若しくは認識の有無にかかわ

らず、国境の内側で、若しくは国境を越えて、

脅迫若しくは暴力の行使又はその他の形態の

強制、誘拐、詐欺若しくは欺もう又は人の弱

い立場に乗じた権限若しくは地位の濫用を手

段として行われる、人の募集、輸送、移送若

しくは蔵匿又は収受、又は、搾取の目的が少

しでもある場合における搾取を目的として他

人を支配下に置く者の同意を得るためにする

金銭又は収益の授受、他人の搾取若しくは売

春又はその他の形態の性的搾取、強制的労働

若しくは役務、奴隷的処遇若しくは苦役、又

は臓器の摘出若しくは売却、をいう。

搾取を目的とした、児童の募集、運搬、移

送、蔵匿又は収受は、前段に規定するいずれ

の手段が用いられない場合であっても、「人身

取引」とみなす。

⒝ 児童

18歳未満の者、又は18歳以上ではあるが、

肉体的、精神的な障害若しくは病気のため、

虐待、放置、残虐行為、搾取若しくは差別か

ら自らを保護又は防衛することができない者

をいう。
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⒞ 売春

金銭、収益、又はその他のあらゆる報酬の

対価として、性的な肉体関係又はわいせつな

行為のための他人による人の利用などのあら

ゆる行為、取引き、計画、陰謀を指す。

⒟ 強制労働及び奴隷的処遇

自由の剥奪、権威又は精神的支配の悪用、

債務奴隷（debt-bondage）又は詐欺を含む、

誘惑、暴力、脅迫又は脅威、暴力の行使とい

う手段を用いてする、人からの労働又はサー

ビスの搾取を指す。

⒠ 買春ツーリズム

旅行者を誘致する際に、同伴サービスや性

的サービスの利用及び提供を行う観光パッ

ケージ又は観光活動で構成されている、旅行

及び観光関連業者並びに個人によって計画さ

れたプログラムを指す。これには、軍の隊員

のための休養及び保養期間に提供される性的

サービスや行為も含まれる。

⒡ 性的搾取

脅迫、詐欺、威圧、誘拐、暴力、権力の悪

用、債務奴隷、欺もう、又は被害者の弱い立

場を悪用した、売春又はポルノの素材の生産

に対する関与を指す。

⒢ 債務奴隷

サービスの期間及び種類が明確に定義され

ていない場合、又は合理的に算定されたサー

ビスの対価が負債の清算に当てられていない

場合、彼╱彼女らの個人的サービス（personal
 

service）、労働又は負債の保証又は支払金と

して彼╱彼女らの支配下にいる者の債務者に

よる担保の差入れを指す。

⒣ ポルノ

出版物、展示物、映画、わいせつなショー、

情報技術を介した、若しくはその他の手段を

用い、主として性的な目的のために、実際の

若しくは模倣による露骨な性的行為又は人の

性的部位の描写に関わる人のあらゆる表現を

指す。

⒤ 評議会

この法律の第20条において創設される人身

取引に関する関連機関間評議会（the Inter

-Agency Council）をいう。

第４条 人身取引に関する行為

自然人によると法人によるとを問わず、以下

の行為は違法とする。

⒜ 売春、ポルノ、性的搾取、強制労働、重労

働、債務奴隷を目的とした、国内又は海外で

の雇用、訓練、見習を口実に行われる行為を

含め、用いた手段を問わず、人を募集し、運

搬し、移送し、蔵匿し、調達し、又は収受す

ること。

⒝ 売春、ポルノ、性的搾取、強制労働、重労

働、非自発的苦役又は債務奴隷に従事させる

ために彼╱彼女らを獲得し、購入し、提供し、

売却し、又は取り引きするため、共和国法第

6955号において定められているところに従

い、いかなる人又はフィリピン女性をも、金

銭、収益、又は物質的、経済的その他の動機

に見合うよう、結婚を目的に外国人に紹介し、

又は縁談を整えること。

⒞ 売春、ポルノ、性的搾取、強制労働、重労

働、債務奴隷に従事するよう彼╱彼女らを獲

得し、購入し、提供し、売却し、又は取り引

きすることを目的に、真正であると虚偽であ

るとを問わず、結婚を提案し、又は婚約させ

ること。

⒟ 売春、ポルノ、又は性的搾取のため、人を

利用し提供することを目的とした観光パッ

ケージ又は観光活動から成るツアー及び旅行

計画を遂行し、又は組織すること。

⒞ 売春又はポルノに従事させるために人を扶

養し、又は雇用すること。

⒡ 売春、ポルノ、性的搾取、強制労働、重労

働、債務奴隷を目的として、養子縁組をさせ、
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又は養子縁組を容易にさせること。

⒢ 人の臓器の摘出又は売却を目的に、脅迫若

しくは強制力、詐欺、欺もう、暴力、強制、

又は威嚇の行使という手段を用いて、人を募

集し、雇用し、運搬し、又は誘拐すること。

⒣ フィリピン又は海外における武力活動に従

事する児童を募集し、運搬し、又は誘拐する

こと。

第５条 人身取引を助長する行為

人身取引を助長し、容易にする以下の行為は、

違法とする。

⒜ 事情を知りながら、人身取引を助長するこ

とを目的に、住宅、ビル若しくは施設を賃貸

し、若しくは転貸し、使用し、又は使用を許

可すること。

⒝ 人身取引を助長することを目的に、政府規

定及び渡航前の要件を遵守した証明として、

証明書及びステッカーを発給する政府機関

の、未発行、変造、又は偽造のカウンセリン

グ証明書、登録ステッカー及び証明書を作成

し、印刷し、発給し、又は配布すること。

⒞ 人身取引を助長する情報技術及びインター

ネット、あらゆるパンフレット、広告又は広

報資料の使用を含め、用いる手段を問わず、

広告し、出版し、印刷し、放送し、若しくは

配布すること、又は、広告、出版、印刷、放

送若しくは配給をさせること。

⒟ 人身取引を助長する目的で、出発する者に

関する渡航前登録及びサービスの提供を義務

付けられている政府機関から、税関手続及び

必要な出国書類の取得を容易にするために、

虚偽の表示又は不正行為を援助すること。

⒠ 人身取引を助長する目的で、未発行、変造

若しくは偽造の旅行書類を所有する者が、国

際線及び国内線の飛行場、国境及び海港にお

いて、当該国からの出国及び当該国への入国

を容易にし、援助し、又はほう助すること。

⒡ 人身取引を助長するために、人身取引の対

象とされた者のパスポート、旅行書類若しく

は個人的な書類若しくは所有物を押収し、隠

匿し、若しくは破壊すること、又は、人身取

引の対象とされた者がその国から出国するこ

と若しくは政府その他の適切な機関からの補

償を求めることを妨げること。

⒢ 非自発的苦役、強制労働又は奴隷的処遇の

状態に置かれている者の労働又はサービスか

ら、事情を知りながら金銭的若しくはその他

の収益を獲得し、又はそれらを利用すること。

第６条 所定の要件に該当した人身取引

以下に掲げる場合には、所定の要件に該当し

た（qualified）人身取引と見なされる。

⒜ 人身取引の対象とされた者が児童である場

合

⒝ 養子縁組が「1995年国内養子縁組法（Inter

-Country Adoption Act of1995）」という別

称をもつ共和国法弟8043号により成立し、か

つ、この養子縁組が売春、ポルノ、性的搾取、

強制労働、非自発的苦役又は債務奴隷を目的

とする場合

⒞ 犯罪が犯罪組織により又は大規模に行われ

た場合。人身取引が、陰謀を企て、又は共謀

している３人又はそれ以上の人々の集団に

よって実行されたときは、犯罪組織によって

行われたものとみなされる。個々に、又は集

団として、３人又はそれ以上の人々に対して

犯罪が行われたときは、大規模に行われたと

みなされる。

⒟ 犯罪者が直系尊属、両親、兄弟、保護者、

又は人身取引の対象とされた者を支配する者

である場合、又は犯罪が、公務員若しくは公

的機関の被用者によって行われた場合

⒠ 取引の対象とされた者が、軍隊又は法執行

機関の構成員を相手とした売春に従事すべく

募集された場合
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⒡ 犯罪者が軍隊又は法執行機関の構成員であ

る場合

⒢ 人身取引の行為により、又はそれが原因と

なり、被害者が、死亡し、精神異常となり、

損傷を受け、若しくはHIV又はエイズ

（AIDs）に苛まれている場合

第７条 守秘義務

この法律に基づく犯罪の捜査、起訴及び裁判

の段階において、法執行官、検察官、裁判官、

裁判所職員（court  personnel）及び医師

（medical practitioners）並びに事件の当事者

は、人身取引の対象とされた者及び告訴された

者のプライバシーに関する権利を認めなければ

ならない。この目的のため、不服申立てを付託

された執行官、検察官及び裁判官は、必要な場

合はいつでも、公正かつ厳正な手続きを保証し、

当事者の最大の利益のため、すべての状況を考

慮したのち、非公開の捜査、起訴又は裁判を命

じなければならない。

起訴又は裁判が非公開で行われた場合、印刷

物であれば編集者、発行者、及び記者又はコラ

ムニストが、テレビ及びラジオであればアナウ

ンサー又はプロデューサーが、映画産業であれ

ば映画のプロデューサー及びディレクターが、

又はマルチメディア設備若しくは情報技術を利

用している者が、人身取引の事件について公表

することは、違法とする。

第８条 訴訟手続

この法律に基づくあらゆる犯罪の遂行につい

て直接の認識を有する者、人身取引の対象とさ

れた者、両親、配偶者、兄弟、子又は法的保護

者は、人身取引に対する訴えを提起することが

できる。

第９条 裁判地

この法律の侵害による犯罪行為は、犯罪が遂

行された場所、その構成要件に該当する事実が

発生したすべての場所、又は犯罪が遂行された

時に人身取引の対象とされた者が実際に居住し

ていた場所において、起訴されなければならな

い。ただし、犯罪行為について最初に起訴を受

けた裁判所は、他の裁判所を排除する管轄権を

取得する。

第10条 罰則および処罰

以下の罰則及び処罰は、この法律において列

挙されている犯罪について規定する。

⒜ 第４条に列挙された犯罪を犯した者は、20

年の拘禁刑及び100万ペソ以上200万ペソ以下

の罰金に処する。

⒝ 第５条に列挙された犯罪を犯した者は、15

年の拘禁刑及び50万ペソ以上100万ペソ以下

の罰金に処する。

⒞ 第６条に掲げる人身取引の犯罪を犯した者

は、終身刑及び200万ペソ以上500万ペソ以下

の罰金に処する。

⒟ 第７条に違反した者は、６年の拘禁刑及び

50万ペソ以上100万ペソ以下の罰金に処する。

⒠ 犯罪者が、企業、組合、協会、クラブ、組

織又は法人である場合、刑罰は、所有者、社

長、共同出資者、管理人、及び╱又は、犯罪

の遂行に関与し、又はその犯罪を故意に容認

し、若しくはその防止を怠った責任幹部に対

して科される。

⒡ 犯罪を行った機関、企業、協会、宗教団体、

ツアー又は旅行代理店、クラブ又は組織、若

しくは娯楽施設を運営するための証券取引委

員会による登録及び許可は、永久に停止され、

抹消される。

⒢ 犯罪者が外国人である場合、刑期が満了し

たのち速やかに国外追放され、入国を永久に

禁止される。

⒣ 法人、自然人を問わず、法律、規則及び条

例によって規定される所定の手続及び要件の
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遵守を怠った斡旋業者、組織若しくはその他

の個人又はグループに対し、渡航出国手続、

パスポート、登録証明書、カウンセリング証

明書、結婚許可証及びその他の類似した書類

を発行し、又は証明する政府機関のすべての

被用者又は職員は、この法律に基づき、刑事

責任とは別に、行政上の責任が課せられる。

関連する政府の職員又は被用者は、有罪判決

によって、免職させられ、公職に従事するこ

とを永久に禁止される。

⒤ 有罪判決

この法律に基づく犯罪に関し、里親への終

局判決による有罪判決は、養子縁組判決の即

時取消しをもたらす。

第11条 人身取引の対象とされた者の利用

売春を目的に人身取引の対象とされた者の

サービスを有償で受け、又は契約したすべての

者は、以下のとおり罰せられる。

⒜ １回目の犯罪：

裁判所によって下される６月の公的奉仕及

び５万ペソの罰金

⒝ ２回目以降の犯罪：

1年の拘禁刑及び10万ペソの罰金

第12条 時効期間

この法律に基づく人身取引事件は、10年の間

に処理されなければならない。ただし、第６条

において定義されている犯罪組織又は大規模に

行われた人身取引事件については、20年の間に

処理される。

この時効期間は、人身取引の対象とされた者

が、債務奴隷の状態から解放され、又は解除さ

れたその日から進行し、不服申立て又は告訴に

よって中断し、これらの手続きが、有罪又は無

罪の判決が下されることなく終了し、若しくは

被告に帰せられない理由によって、正当な事由

なく停止させられるときは、再び進行する。

第13条 手続費用の免除

人身取引の対象とされた者が、民事損害の回

復を目的とした別の民事訴訟を起す場合、彼╱

彼女は、訴訟費用の支払いを免除される。

第14条 人身取引により得られた収益及び金銭

債務証書の押収及び没収

裁判所は、この法律に定める違反行為に科さ

れた罰則に加え、犯罪の遂行から得たすべての

収益及び資産に関し、それらが違法行為の責任

を負わない第三者の資産であるときを除き、政

府のために押収及び没収を命じなければならな

い。ただし、すべての損害賠償金は、犯罪者個

人の個別の資産から取り立てることとし、その

ような資産が不足している場合には、その差額

は、押収及び没収された財産から取り立てるも

のとする。

犯罪の収益、資産及び証書（instruments）が、

犯罪者の直接的又は間接的な行為又は不作為に

より、価値が隠滅し、低減され、若しくは別の

方法で価値がなくなった場合、又はそれらが発

覚しないよう、若しくは押収及び没収を回避す

るよう、隠し、移動し、改造し、若しくは移送

した場合、当該犯罪者には、犯罪の収益、資産

又は証書の価値と同額の支払いを命じるものと

する。

第15条 信託基金

この法律に基づいて科されたすべての罰金、

第14条に従い没収され、差し押えられた収益及

び資産は、人身取引を防止し、人身取引の対象

とされた者を保護し、リハビリテーションを施

し、社会の主流に再統合するプログラムを専権

的に扱っている評議会（council）によって、管

理され、運営される信託基金に蓄積されなけれ

ばならない。このプログラムは、以下に掲げる

ものを含むものとし、これらに限定しないもの

とする。
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⒜ この法律の第23条に記載されている義務的

サービスの提供

⒝ 人身取引に関する国の調査プログラムの後

援並びに監視及び審査を目的としたデータ収

集システムの構築

⒞ 適切な政府機関及び非政府機関（NGO）に

対する必要な技術的、物質的支援サービスの

提供

⒟ 公衆、学界、政府、NGO及び国際機関にお

ける合意形成のための場（venue）を提供する

会議及びセミナーの後援

⒠ 人身取引に関する情報及び教育キャンペー

ンの推進

第16条 人身取引問題に対処するプログラム

政府は、人身取引の対象とされた者のための、

防止、保護及びリハビリテーションのプログラ

ムを立ち上げ、実施しなければならない。この

目的のため、以下に掲げる機関が、それぞれの

規定に掲げるプログラムを実施することを、こ

こに義務付ける。

⒜ 外務省（DFA）は、受入国への入国の態様

の如何に関わらず、人身取引の対象とされた

者に対する海外の資源及び施設を提供するも

のとし、国内及び海外における政府機関のよ

り緊密なネットワークを介して、人身取引活

動の撲滅、とりわけ政策の策定と関連プログ

ラムの実施における援助をより強化するため

の方法を検討するものとする。

外務省は、不正な身分証明書類を利用した

人身取引の発生率を減らすため、フィリピン

のパスポート、ビザ及びその他の渡航書類の

完全性を保護する機械読取式パスポート

（Machine Readable Passports）の効果的な

実施のために必要な対策を講じなければなら

ない。

外務省は、結婚に関して、結婚前の、現地

における、渡航直前のカウンセリングプログ

ラムを策定し、実施しなければならない。

⒝ 社会福祉開発省（DSWD）は、人身取引の

対象とされた者のリハビリテーション及び保

護プログラムを実施するものとする。同省は、

人身取引の対象とされた者のためのカウンセ

リング及び一時保護施設を提供し、地域社会

の様々な次元における介入のためのセンター

及びプログラムの構築を目的とした、NGO

間における認定システムを開発しなければな

らない。

⒞ 労働雇用省（DOLE）は、国内地域及び海外

において、人の雇用に関連する規則及びガイ

ドラインの厳格な実施及び遵守を保障しなけ

ればならない。同省は、同様に、雇用者及び

労働者斡旋業者に関わる人身取引の事件を監

視し、記録し、報告しなければならない。

⒟ 法務省（DOJ）は、人身取引に関して告訴

された者の訴追を保障し、人身取引事件を担

当し、訴追する特別検察官を指名し、養成し

なければならない。同省もまた、社会福祉開

発省、フィリピン強制加入弁護士会（IBP）及

びその他のNGOやボランティア団体と連携

して、人身取引の対象とされた者のための無

料法律援助機構を設立しなければならない。

⒠ 国家女性の役割委員会（NCRFW）は、関

連する政府機関と連携して、人身取引の問題

を処理する政策の策定及び監視に、積極的に

参加し、協力しなければならない。同委員会

は、同様に、女性問題に関する地域的及び国

際的な支援運動の両方に、人身取引の問題を

含めることを支持しなければならない。

⒡ 出入国管理局（BI）は、移民及び外国人登

録法を厳格に適用し、施行しなければならな

い。同局は、到着地及び出発地の両方におい

て、容疑をかけられた者の逮捕のための対策

を講じ、フィリピン人婚約者及び外国人配偶

者が、この法律において規定されているガイ

ダンス及びカウンセリングの要件を遵守する
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ことを保障しなければならない。

⒢ フィリピン国家警察（PNP）は、人身取引

に関与した疑いのある個人又は人々の監視、

捜査及び逮捕を行う主要な法執行機関とす

る。同警察は、人身取引の容疑をかけられた

者の実効的な捜査及び逮捕のための関連活動

を保障する様々な法執行機関と緊密に協力し

なければならない。同警察は、人身取引の対

象とされた者を支援し、救援活動を行うため

に、苦情及び要求を受け付けるシステムを構

築しなければならない。

⒣ フィリピン海外雇用庁（POEA）は、海外雇

用申請者に対し、効果的な雇用前のオリエン

テーションセミナー及び渡行直前のカウンセ

リングプログラムを実施しなければならな

い。同庁は、同様に、人身取引の対象とされ

た者に無料で法律援助を提供するシステムを

構築しなければならない。

⒤ 内務自治省（DILG）は、体系的な広報及び

防止キャンペーンを開始し、同様に、人身取

引に関する事件の効果的な監視、記録、及び

捜査のためのデータバンクを維持しなければ

ならない。

⒥ 地方自治体（LGUs）は、管轄区域における

人身取引の事件を監視し、記録し、この法律

の規定を侵害する組織の免許を停止し、その

ような事件の実効的な訴追を保証しなければ

ならない。同自治体は、また、内務自治省

（DILG）、フィリピン情報局（PIA）、在外フィ

リピン人委員会（CFO）、NGO及びその他の

関連機関と連携し、地方自治体及び州におけ

る移民相談情報ネットワーク（MAIN）デス

クの設置を通じて、人身取引に対する広報

キャンペーンを実施しなければならない。同

自治体は、人身取引に取り組む地域社会の主

導権を促進させ、支援しなければならない。

この法律の施行に当たり、関連機関は、NGO、

PO（people’s organizations）、市民団体及びそ

の他のボランティア団体に支援を求め、協力を

得ることができる。

第17条 人身取引の対象とされた者の法的保護

人身取引の対象とされた者は、人身取引の活

動又は行為の被害者とみなされ、従って、この

法律において列挙されている人身取引行為に直

接関与し、又はそれに関連した人身取引業者に

よる命令に従った犯罪者として罰せられないも

のとする。これについては、この法律において

定められた意図的な搾取に対する人身取引の対

象とされた者の同意は、無関係とする。

第18条 目撃者保護のプログラムに基づく優遇

資格の付与

共和国法第6981号に反対の規定がある場合で

あっても、人身取引の対象とされた者は、その

中で規定されている目撃者保護のプログラムに

対する権利が与えられなければならない。

第19条 人身取引の対象とされた外国人

評議会が発布したガイドラインに従い、フィ

リピンにおいて人身取引の対象とされた外国人

は、この法律に基づき人身取引の対象とされた

者に提供される適切な保護、支援及びサービス

に対する権利を有するものとする。この場合に

おいて、これらの者は、犯罪者の捜査を行うた

めに必要なものとして評議会によって定められ

た期間、フィリピンに引き続き滞在することを

許可するものとする。

第20条 人身取引に関する関連機関間評議会

ここに、人身取引に関する関連機関間評議会

を設置し、その構成は、法務大臣を議長とし、

社会福祉開発大臣を共同議長とし、かつ、以下

に掲げる者を構成員とする。

⒜ 外務大臣
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⒝ 労働雇用大臣

⒞ フィリピン海外雇用庁長官

⒟ 出入国管理局長

⒠ フィリピン国家警察長官

⒡ 国家女性の役割委員会委員長

⒢ 人身取引の防止及び禁止に関する活動実績

を有する女性、海外フィリピン人労働者及び

児童を代表する活動分野の各１名の代表から

成る３名のNGO代表。これらの代表は、大統

領の指名を受け、３年の任期で、評議会の政

府機関代表により任命される。

評議会の構成員は、会議に参加する次官補又

はそれに相当する者よりも地位が低くなく、現

行の予算及び会計の施行規則に従い委員会が決

定した報酬を受けることができる。

第21条 評議会の機能

評議会は、以下の権限及び機能を有する。

⒜ 人身取引を防止し、禁止するための包括的

かつ統合されたプログラムを策定する。

⒝ この法律の実効的な施行のために必要な準

則及び規則を公布する。

⒞ この法律の厳格な施行を監視し、監督する。

⒟ 人身取引に付随する課題及び問題の実効的

な解決のために取り組んでいる多様な構成機

関のプログラム及びプロジェクトを調整す

る。

⒠ 地方自治体（LGUs）、関連機関及びNGO

を通して得た人身取引に付随する法律の存

在、多様な課題及び問題に関する大量の情報

普及及びキャンペーンの実施を調整する。

⒡ 当該機関が関心をもった問題に対して速や

かに対応することを命令し、その問題につい

てとった行動を委員会に報告する。

⒢ この法律の規定に違反した個人、機関、施

設又は組織に対する訴訟の提起を支援する。

⒣ 労働雇用省（DOLE）、社会福祉開発省

（DSWD）、技術教育技能開発庁（TESDA）、

高等教育委員会（CHED）、地方自治体

（LGUs）及びNGOと連携して、人身取引の

対象とされた者の再統合のためのプログラム

を策定する。

⒤ 政府の省、局、庁、機関若しくは代行機関、

又はNGO及びその他の市民団体から、この

法律の効果的な施行に必要とされる援助を確

保する。

⒥ 人身取引の事件に関するデータと共に、

「1995年移民労働者及び海外フィリピン人

法」という別称をもつ共和国法第8042号にお

いて規定されている移民のための共有行政情

報システム（the shared government
 

information system）を補完し、適切な機関

が、政策の策定及びプログラムの方向性のた

めの土台を形づくる人身取引の傾向及び仕組

みに関する継続的な調査及び研究を行うこと

を保障する。

⒦ 人身取引の事件に対する適宜の、調整され

た、効果的な対応を保障するメカニズムを開

発する。

⒧ 国際的な人身取引の防止及び禁止のための

二国間及び╱又は多国間条約を通した、外国

との協調的努力及び相互援助を強化する政策

を奨励する。

⒨ 運輸通信省（DOTC）、貿易産業省（DTI）

及びインターネットにおいて人身取引に関す

る広告の推進を監視するその他のNGOと協

調する。

⒩ 人身取引の対象とされたフィリピン内の外

国人の権利及びニーズを保護するための措置

及び政策を講じる。

⒪ 人身取引の対象とされた者に対する必要な

介入又は援助を確定し、提供するための教育

訓練プログラムを主導する。

⒫ この法律の目的及び目標を達成するために

必要なすべての権限を行使し、その他の職務
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を実行する。

第22条 評議会の事務局

法務省は、評議会のために必要な事務局を設

置するものとする。

第23条 人身取引の対象とされた者に対する義

務的サービス

回復、リハビリテーション及び社会の主流へ

の再統合を保障するため、関連する政府機関は、

人身取引の対象とされた者に対し、以下のサー

ビスを利用可能にしなければならない。

⒜ 緊急保護施設又は適切な住宅

⒝ カウンセリング

⒞ 犠牲者の権利行使及び告訴、補償請求その

他のこれらの者にとって利用可能な法的救済

措置に関する情報を含む、人身取引の対象と

された者が理解可能な言語による無料法律

サービス

⒟ 医学又は心理学によるサービス

⒠ 生活及び技能の訓練

⒡ 人身取引の対象とされた児童に対する教育

援助

人身取引の対象とされた者の回復、リハビリ

テーション及び再統合の促進を追跡するメカニ

ズムを通した持続的監督及び事後の補完措置が

採用され、遂行されなければならない。

第24条 人身取引の対象とされた者のためのそ

の他のサービス

⒜ 法的援助

人身取引の対象とされた者は、「窮地にある

海外フィリピン人（Overseas Filipino in
 

Distress)」という範疇の下にあるとみなし、

彼らは、法律によって規定されているガイド

ラインに従い、共和国法第8042号によって創

設された法的援助を利用することができる。

⒝ 海外フィリピン人的資源センター

共和国法第8042号によって規定されている

海外フィリピン人が利用可能なサービスは、

ホスト国における移民の地位の如何にかかわ

らず、人身取引の対象とされた者にも提供さ

れるものとする。

⒞ 国家チームの取組み

1993年の大統領令第74号に基づく国家チー

ムの取組みは、人身取引の対象とされた者の

福祉、尊厳及び基本的権利の増進に関する限

りにおいて、海外のフィリピン大使館が彼ら

に対して保護を与えるという運営の仕組みと

する。

第25条 人身取引の対象とされた者の本国送還

外務省（DFA）は、労働雇用省（DOLE）そ

の他の適切な機関と連携し、人身取引の対象と

された者が立証されたか否かを問わず、人身取

引の対象とされた者の本国送還のために第一次

的責任を負うものとする。

ただし、人身取引の対象とされた者の本国送

還が、被害者をより大きな危険にさらす場合、

外務省（DFA）は、ホスト国において法的に許

容される限りにおいて、適切な滞在許可及び保

護の延長のため、ホスト政府に建議しなければ

ならない。

第26条 犯人の引渡し

法務省は、外務省と協議し、引渡し処分に該

当する犯罪の中に、人身取引の犯罪を含めるよ

う努めなければならない。

第27条 報告の義務

評議会は、フィリピン大統領及び議会に、こ

の法律の施行と関連する政策、プログラム及び

活動に関する年次報告書を提出しなければなら

ない。
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第28条 資金提供

関連省庁及び機関の長は、この法律の規定を

施行する準則及び規則に、そのプログラム及び

課題を速やかに組み込むものとし、その資金は

年間一般歳出予算法に盛り込むものとする。

第29条 準則及び規則の公布

評議会は、この法律の施行から60日以内に、

必要な準則及び規則を公布しなければならな

い。

第30条 言論、結社、宗教及び移動の制約され

ない自由

この法律における如何なる条項も、憲法で保

障されている法律に反しないという目的のため

に、言論、結社、宗教及び移動の自由の制約と

して解釈してはならない。

第31条 可分条項

理由の如何にかかわらず、この法律の条項が

違憲又は無効とされたときも、この法律の他の

条項は、それによる影響を受けない。

第32条 廃止条項

この法律の規定に反するすべての法律、大統

領命令、緊急勅令、施行規則又はその部分は、

適宜、廃止又は修正される。ただし、この法律

は、いかなる形であれ、「虐待、搾取、及び差別

に関する児童特別保護法」という別称をもつ共

和国法第7610号を修正し、又は廃止するもので

はない。

第33条 施行

この法律は、一般的に流通している少なくと

も２紙の新聞による全面公開の日から15日目に

効力を発する。

（くぉん ひゃんすく・海外立法情報課非常勤

調査員）
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